第４章　人権施策の推進体制
１　県の推進体制

人権施策の推進にあたっては、県内に暮らすすべての者の意見を反映させるため、鳥取県人権尊重の社会づくり条例に基づき設置した鳥取県人権尊重の社会づくり協議会の等の意見を踏まえることとしています。

庁内においては、副知事を会長とし、各部長で構成する「人権尊重の社会づくり委員会」及び、人権局長を幹事長とし関係課長で構成する「人権尊重の社会づくり幹事会」を設置し、関係部局の横断的な連携のもとに、県行政の各施策を人権の視点から総合的に推進していきます。

また、人権尊重の視点に立った行政が実施されているか、鳥取県人権意識調査などの定期的な実態調査や年度ごとの取りまとめを行い、その結果を少数意見にも十分に配慮し、住民本位の施策に反映していきます。

２　鳥取県人権文化センター等との連携・協働

（公財）「鳥取県人権文化センター」（平成９（１９９７）年１１月設立）では、地域における人権啓発等の取組を支援する中核機関として、様々な啓発手法やアプローチを研究し、その成果を提供しています。

人権啓発活動の拠点である「鳥取県立人権ひろば２１（ふらっと）」（平成１４（２００２）年４月設置）では、全ての県民の方が、生涯を通じて人権について学習し、人権尊重の理念に対する理解を深めるための機会を提供し、また人権意識の向上のための取組を支援しています。

これらの施設が市町村、関係機関、ＮＰＯ等民間団体、企業等との連携を図りながら、県民の人権意識の高揚を図る拠点として、人権に係る啓発教材の開発、作成や啓発事業、指導者や指導者講師の養成、講師派遣事業等の取組が充実できるよう、県としても支援を行い、積極的に連携・協働していきます。

３　国、市町村、関係団体、ＮＰＯ等民間団体、企業等との連携・協働
人権施策の推進にあたっては、国、県、市町村がそれぞれの立場から様々な取組を行っており、人権尊重の社会づくりを推進するためには、相互の連携のもと、協力体制を継続・強化していくことが必要です。

さらに、行政だけではなく、企業や関係団体、ＮＰＯ等民間団体等あらゆる地域活動の構成員による自発的・主体的な活動が必要であり、県はこれらの活動との連携・協力を積極的に図っていくことが必要です。

全ての人の人権が尊重され、安心して生活できる社会づくりのためには、県民自らがその担い手であることを認識自覚し、人権意識の高揚に努めることが重要です。

よって県民一人ひとりが生涯を通じて人権について学び、学んだことがいかせるようにするために、学校、家庭、地域社会、職場などにおいて、人権教育・啓発活動の機会を設けていくとともに、県民の自発的な取組を支援していきます。

